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　公共工事の施工にあたっては、建設業法をはじめとする関係諸法令により遵守すべ

き事項が定められており、下記項目等に違反した場合、建設業法による行政処分や指

名停止処分、又は指導等を受けることになりますので、市発注工事の受注・施工に際

しての適正な施工体制の維持、品質確保の観点からも、以下の点に留意してください。 

 

１ 入札契約適正化法の遵守 

　　公共工事については、「入札契約適正化法※」により次の事項が義務付けられてい 

　ますので、工事施工にあたって法令の遵守をしてください。 

　　※ 入札契約適正化法…「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」 

　(1) 一括下請の全面禁止 

　(2) 施工体制台帳の提出 

　(3) 施工体系図を工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲示するこ 

　　と 

 

２ 元請と下請との関係の適正化 

　　市発注工事における適正な元請下請関係を確保するため、工事現場における元請 

　下請関係の適正化や関係法令の遵守による適正な労働条件の確保等に十分留意して 

　工事施工にあたってください。 

　特に留意すべき事項 

　(1) 市発注工事にかかる暴力団関係業者の排除等 

　　　　元請業者及び全ての下請業者に対して、暴力団等から不当要求があった場合 

　　　の警察への通報と発注者等への報告をしてください。 

　(2) 下請体系の把握と下請選定の留意 

　　　　建設業の無許可業者と下請契約を締結する場合、無許可業者の施工は軽微な 

　　　工事のみとなります。 

 

３　適切な現場代理人と技術者の配置 

(1) 現場代理人の配置 

      現場代理人は、請負契約の的確な履行を確保するため、工事現場の取り締まり、

工事の施工及び契約関係事務に関する一切の事項を処理する者として、工事現場に

置かれる請負者の代理人です。 



　　　公共工事では、契約約款によって、原則、工事現場への常駐が義務付けられてい

ます。 

(2) 主任技術者又は監理技術者の配置 

　　　　主任技術者又は監理技術者（以下「技術者等」という。）は、一定の資格要件

等が必要です。 

　　　　なお、技術者等の途中交代については、原則として、技術者等の死亡、傷病

又は退職等、真にやむを得ない場合等以外には認められません。 

　　　【工事現場への専任配置】　公共工事または公共性のある工事では、元請・下請に 

　　　　　　　　　　　　　　　関わらず、請負金額が 4,000 万円（建築一式工事の場合 

　　　　　　　　　　　　　　　は 8,000 万円）以上となる工事では専任での配置が必 

　　　　　　　　　　　　　　　要です。 

　　　【監理技術者の配置】 　　　元請業者は、下請への請負金額の総額が 4,500 万円 

　　　　　　　　　　　　　　　（建築一式工事の場合は 7,000 万円）以上となる工事で 

　　　　　　　　　　　　　　　は、主任技術者に代えて監理技術者を専任で配置する必 

　　　　　　　　　　　　　　　要があります。 

 (3) 現場代理人及び技術者等の雇用関係 

　　　　現場代理人及び監理技術者等は、工事を請け負った企業と直接的かつ恒常的

な雇用関係が必要なものとし、他社在籍出向者や組合構成企業からの配置は認

められません。 

　　　【元請業者の現場代理人及び技術者等は３ヶ月以上の雇用関係が必要】 

　　　　元請業者の現場代理人及び技術者等については、入札の申込のあった（指名競争

の場合で入札の申込を伴わないものは入札の執行日、随意契約の場合は見積書の提

出のあった日）以前に３ヶ月以上の雇用関係があることが必要です。 

　　　　 

４ 適切な下請契約代金の支払等について 

　◎適正な契約を結びましょう 

　　①下請代金の設定については、施工責任範囲、施工条件等を反映した合理的なも 

　　　のとし、下請業者からの明確な経費内訳による見積書の提出、それを踏まえた 

　　　双方の協議など適正な手順を遵守しましょう。 

　　②下請代金の見積りに当たっては、賃金等に加えて必要な諸経費を適正に考慮し 

　　　ましょう。 

　　③工事内容、工期又は請負金額を変更する場合は、双方の協議の適正な手順によ 

　　　り変更のうえ、変更契約書を作成し、相互に交付しましょう。 

 

　◎元請業者は、下請業者の指導に努めましょう 

　　①元請業者は、下請業者が建設業法、建築基準法、労働基準法、労働安全衛生法 

　　　等の法令に違反しないよう指導に努めなければなりません。直接の下請業者だ 



　　　けでなく、二次以下の下請業者など工事全体の業者に対して指導に努める責任 

　　　があります。二次以下の下請契約についても、適正な契約や支払いが行われる 

　　　よう下請契約の関係者保護に特に配慮してください。 

　　②公共工事に係る施工体制台帳については、二次以下の下請契約について請負代 

　　　金の額を明示した請負契約書の写しを添付し、発注者へ提出してください。 

 

５ 事故発生時の対応について 

　　建設工事において、事故が発生した場合は、迅速・適切な対応に努めましょう。 

◎応急措置  

　　①事故の影響に対する危険回避措置  

　　　　事故の重大性、緊急性等を勘案し、事故の影響に対する危険回避措置を行ってく

ださい。  

　　②死傷事故の場合の措置  

　　　　警察・消防等に通報及び現状保存対策等を実施するとともに、警察署等に協力し

てください。  

 

　◎市への報告 

　　①工事施工中に事故が発生した場合は、状況原因を的確に把握し、直ちに監督員及び

所管の労働基準監督署その他関係機関に連絡してください。また、更なる情報収集

により報告内容に変更があった場合も同様に報告をお願いいたします。 

　　②事故後の措置及び再発防止策の検討後、速やかに事故報告書を提出してください。 

③労働基準監督署より命令・勧告・指導票を受けた場合は、速やかに事業主管課へ報

告をしてください。 
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